
部会構成員による現地視察の概要 

 

１ 日 時 平成 27年 10月 20日（火）、21日（水） 

２ 視察先 ①ハローワーク浦和就業支援サテライト（ハローワーク特区） 

②ハローワーク浦和（10月 20日（火）のみ） 

３ 出席者 小早川部会長、玄田構成員、村尾構成員（10月 20日（火）） 

      谷口構成員（10月 21日（水）） 

４ 対応者 埼玉県（以下「県」）、埼玉労働局（以下「労」） 

５ 質疑の概要 

・ 国と県の連携によるメリットは何か。 

→ 県：職業紹介のノウハウを吸収できること。 

・ 一体的実施のメリットは何か。 

→ 労：生活保護窓口に近接という利便性、連携による就職率の向上。 

県：ハローワークと比べた敷居の低さ。 

・ 特区や一体的実施を充実させる観点での要望は何か。 

→ 県：特区の協定に基づく指示権の調整力は有効なので、全国的に

拡大すべき。また、一体的実施施設で雇用保険の認定や職業訓

練の受講指示といった業務まで拡大していただきたい。 

・ 現在、ハローワーク特区で国が実施している職業紹介を県に移管す

ることによるメリット、デメリットは何か。 

→ 労：デメリットは、職業紹介の広域性、専門性の確保の困難さ。 

県：メリットは、職業相談と職業紹介のワンストップ化。 

・ ハローワークを地方移管した際の専門性を確保する手段は何か。 

→ 県：国のノウハウを継承するため、県職員の専門性向上、国職員

の転籍等で対応する必要がある。 

・ 県域を超えた求人・求職のマッチングは、情報が共有されていれば、

都道府県同士でも行えるのではないか。 

→ 労：現在は、同じ機関同士という一体性により、効率的に情報共

有できている。 

資料２ 
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